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は じ め に
　2₀13年 ₇ 月に訪日ビザが緩和された後，東南アジア諸国からの訪日ムスリム観光客が急増してい
る．公式統計での宗教別の観光客数は公表されていないものの，訪日外国人総数は2₀1₆年で約
2,４₀₀万人（うちアジアからは約2,₀₀₀万人）を超え，2₀1₇年もこの数字を上回る数の外国人の訪日が
見込まれている．訪日外国人総数は，1₀年前の2₀₀₇年で約₈3₀万人であったことを鑑みると，約 3
倍に増加していることになる．
　2₀2₀年の東京オリンピックに向けて，ますます外国人のおもてなし対応が必要とされている状況
であるが，日本の企業（飲食店や宿泊施設等含む）が，これほど大きな数の外国人の宗教の戒律に
沿ったおもてなしやサービスニーズに対応するというのは，ある意味経験がなかったことではない
だろうか．
　上記のようにムスリム消費者の存在感が増し，その市場の大きさが認識されるにつれて，日本企
業もムスリム消費者を意識した対応の重要性が認識され，その対応がビジネスチャンスに繫がって
いる事例もある．
　本稿では，こうした日本におけるイスラムビジネスの現状を整理し，今後の可能性についてまと
めた．
　は じ め に
1 ．ムスリム消費者の情緒性を理解することの重要性
2 ．イスラム教徒（ムスリム）の人口規模と市場規模
3 ．各分野における日本企業のムスリム対応動向
　 1 ）食 品 分 野
　 2 ）化粧品分野
　 3 ）観　　　光
　 ４ ）イスラム・ファッション（モデスト・ファッション）
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1 ．ムスリム消費者の情緒性を理解することの重要性
　これまで日本企業は，高い品質の製品やきめ細かいサービスを強みとして，海外市場でのビジネ
ス展開を行ってきた．現在拡大しているアウトバウンド・インバウンド両方のイスラム市場に対し
ては，品質やサービスといった「機能性」とともに，イスラム文化や制度に対して理解を持ち，親
和性があること（シャリーア適格であること，またはハラールに対応していること），つまり「情緒
性」を高めることが非常に重要になっている（図 1 ）．
　ムスリム消費者にとって，イスラム教の戒律を守ることはライフスタイルそのものを意味するも
のとされる．そのような観点から言えば，ムスリムの消費者に必要とされている商品やサービス
は，一定の共通性を持っているとも言える．
　そこで，本稿では，特にイスラム消費者への対応が必要な分野である，食品と観光分野につい
て，近年の市場動向および，日系企業の動向を整理した後，近年徐々にその商品，サービスが増加
している化粧品，ファッション，物流の動きにも言及することとする．
　近年のイスラム分野の産業においては，それぞれの産業は非常に密接に関わっており，切り離し
て考えるよりもイスラム市場全体を見渡して市場を分析する必要がある．
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図 1 　イスラムビジネスの重要性
出所：三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング（含む筆者）作成．
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2 ．イスラム教徒（ムスリム）の人口規模と市場規模
　ムスリム消費者のニーズについて整理を行う前に，その市場規模について示す．まず人口に関し
ては，2₀1₀年時点でムスリム人口は約1₆億人とされ，全人口の約23% を占めていると推計されて
いる（表 1 ）．そのうちの ₆ 割以上は，アジア ･ 太平洋地域に居住している．第 1 位は，キリスト
教徒で約22億人（全人口に占める割合約31%）であるが，ムスリムは出生率が高いため，2₀2₀年には
全人口に占めるムスリムの割合が ４ 人に 1 人に，2₀５₀年には 3 人に 1 人となると予想されている
（表 2 ）．
　ムスリム人口の世界的な増加に伴い，その市場も拡大している．ムスリム消費者向けの市場にア
プローチをするためには，当然ながら宗教上の配慮が必要となる．それらの配慮がなされた商品・
サービスのことを，「ハラール」（ハラールとは，イスラム法（シャリーア法「許されたもの」を意味
する））と呼ぶ．食肉であれば，シャリーア法に則った方法でと畜処理され，保存，輸送，流通，
販売に至るまでハラール性を担保した形で管理されたものを意味している．食肉以外の食品に関し
表 1 　イスラム教徒の人口推移
年
イスラム教徒の人口数
（推計，人）
全人口に占める
イスラム教徒の割合（％）
2₀1₀ 1５億₉,₉₇₀万 23.2
2₀2₀ 1₉億₇11万 2４.₉
2₀3₀ 22億₉2₇万 2₆.５
2₀４₀ 2４億₉,₇₈3万 2₈.1
2₀５₀ 2₇億₆,1４₈万 2₉.₇
出所 ：Pew Research Center （2₀1５） The Future of World Religions: Population 
Growth Projections, 2₀1₀-2₀５₀.
表 2 　イスラム教徒の人口の割合（単位：％）
地域 2₀1₀年 2₀５₀年（推計）
アジア・太平洋 ₆1.₇ ５2.₈
中東・北アフリカ 1₉.₈ 2₀.₀
サブ・サハラアフリカ 1５.５ 2４.3
欧州  2.₇  2.₆
北米  ₀.2  1.４
南米・カリブ  ₀.1  ₀.1
出所 ：Pew Research Center （2₀1５） The Future of World Religions: Population 
Growth Projections, 2₀1₀-2₀５₀から作成．
124
ても，豚肉，アルコール・関連成分等が含まれていないもの，または接触していないものを意味す
る．
　例えば，ハラール産業において最も重視されている食品の世界の市場規模は，約 1 兆2,₉2₀億米
ドル（2₀13年）と推計され，2₀1₉年には 2 兆５,3₆₀億米ドル（年平均成長率1₇%）まで拡大すると予
測されている1）．
　観光分野においては，ムスリムが消費する旅行費用は，年間1,５５₀億米ドルに上ると推計され
（2₀1₆年 The Global Muslim Travel Index（GMTI）推計．巡礼費用は除く），中国，米国からの旅行
者に次いで 3 番目に大きな市場となっている．また，年々その額は拡大している．ムスリム向けの
観光サービスを ｢ハラール観光｣ と呼ぶ傾向もあり，2₀2₀年にはハラール観光は1,₆₈₀億米ドルま
で増加すると推計されている2）．
　他方で，ある商品・サービスが，シャリーア法に適切に処理・対応されたものかどうかを第三機
関により審査，監査を行うことを「ハラール認証｣ と呼び，ハラールであることを認められた場
合，ハラール認証マークが付与される（図 2 参照）（BtoB の原料等には表示されない場合もある）．
　ハラール認証の適応範囲は，従来は食肉や食料加工品等が中心であったが，現在では，飲料，医
薬品，サプリメント類，スキンケア製品，化粧品，ヘアケア製品，ヘルスケア製品，サニタリー製
品，外食産業，流通・運送産業，アパレル産業等にも及んでいる．
1 ）　 Bank Negara Malaysia （2₀1４） “The Halal Economy: Huge Potential for Islamic Finance”
2 ）　 Tourism Review 2₀1₇年 ₇ 月1₀日号（http://www.tourism-review.com/halal-tourism-growing-in-popu 
larity-news５４₇3） （2₀1₇年 ₈ 月31日アクセス） 中国からの旅行者は，1,₆₀₀億米ドル，米国からの旅行者
は1,４3₀億ドルを年間支出しているとされる．
図 2 　ハラールマーク（左：インドネシア，右：マレーシアのコーヒーショップ）
出所：筆者撮影．
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3 ．各分野における日本企業のムスリム対応動向
1 ）食 品 分 野
　食品は，直接人体に摂取されることから，ハラール産業において最も重視されている．原材料に
豚肉やアルコールが含まれていない場合でも，食品加工技術の進歩により，添加物や調味料にハ
ラーム（禁止されたものの意味）成分が含まれることがある．そのため，第三者機関によるハラー
ル認証が果たす役割は大きい．
　これまで日本企業の多くは，ハラール対応しやすい東南アジア等の海外工場でハラール食品を製
造するケースが主流であったが，イスラム市場への輸出やインバウンド顧客向けに，国内でもハ
ラール認証を取得する企業が増加している．特に2₀1４年前後は，国内の大企業，特に中小企業の多
くがハラール認証を取得し，｢ハラールブーム｣ が起きた．
　日本では，国内のハラール認証機関での認証取得の事例が多いが，海外のハラール認証機関の日
本事務所（監査人が本国から認証のために訪日）での取得といったケースもある．
　また，インバウンド顧客向けに，海外工場でハラール認証された食品を生産し，日本へ輸出する
ケース（キユーピーのマヨネーズ，ギャバン，イオンのプライベートブランド，等）もみられるよう
になった．
2 ）化粧品分野
　ハラール化粧品とパーソナルケア市場は2₀13年から2₀1₈年にわたって13.４3% の年平均成長率で
成長すると予測されている（Reports and Reports （2₀1４））．東南アジア最大の人口規模を誇るイン
図 3 　ハラール食品の市場参入例と概況
出所 ：各社プレスリリース，Thomson Reuters ＂State of the global Islamic economy 2₀1４-2₀1５” 等より三菱 UFJ リサーチ
＆コンサルティング作成．認証取得企業数，国内ハラール認証機関数は2₀1４年 1 月時点のもの（三菱 UFJ リサーチ＆
コンサルティング調べによる）．
海外工場の製品を日本に輸出する
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■キユーピー㈱
　・ マレーシア現地法人で生産したマ
ヨネーズを日本へ輸出
■ギャバン
　・ マレーシアで生産した香辛料を日
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うに品質管理設備を増強
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■マレーシア
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■インドネシア
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　・アサヒ（緑茶）
■ベトナム
　・ 日東富士製粉（プレミックス、イ
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日本国内の認証取得状況
■食品の認証取得企業：約1₀₀～2₀₀社
　 � 主なカテゴリー
　　・ 調味料（醤油、味噌、ドレッシ
ング等）
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　　・菓子（米菓、チョコレート等）
　　・食品添加剤
■ 日本のハラール認証機関：2₀機関程
度
■ 上記の他にも小規模な企業や機関が
多数存在すると推定される
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ドネシアの場合，ハラール化粧品市場規模は，3４億米ドル（2₀13年推定），中東市場のハブである
UAE では，４₉億米ドル（2₀13年推定）とされている（Thomson Reuters （2₀1５））．
　外資系企業では，すでにユニリーバ，P&G，ロレアルなど世界有数の化粧品，トイレタリー企
業がハラール認証製品を販売している．日本メーカーのハラール対応は，外資系企業に対して歩み
が遅く，資生堂では，2₀12年以降ベトナム工場で生産したスキンケア化粧品を東南アジア市場向け
のブランドで試験販売している3）．
　花王でも，洗顔フォーム等で東南アジアのハラール認証を取得しており，花王のインドネシアの
サイトにおいても，製品のハラール性を開示している4）．
　その他，ロイヤルコスメティック（2₀11年クリーム），キミカ（2₀13年アルギン酸），ユーグレナ
（2₀1４年微細藻類ミドリムシとクロレラ），MIYUKI（2₀1４年スキンケア製品），ナチュレモフィード
（2₀1４年シャンプー，ソープ等），石田香粧，シーテック（共に2₀1₆年，化粧品）等もハラール認証を
取得している（何れも国内のハラール認証機関による）5）．
3 ）観　　　光
　ムスリム観光客が旅行の際に重要視する要素としては，（ハラールに対応した）食事，価格，ムス
リムに対するフレンドリーさ，ホテルの快適さ，選択肢の多さ，冒険度，といったものが挙がって
おり，ハラール対応の重要性が示されている6）．
3 ）　平成2₇年第 2 回埼玉県ハラール化粧品研修会資料より．
４ ）　花王ウェブサイト（http://chemical.kao.com/id/products/certifications/c₀₈₀1.html）（2₀1₇年 ₈ 月31日
アクセス）．
５ ）　各社プレスリリースおよび三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング調べ．
₆ ）　 三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング調べ．
Wardah の口紅とハラール認証マーク（MUI）
図 4 　ハラール化粧品（インドネシアブランド Wardah の事例）
インドネシア製のハラール化粧品シェア 1 位を誇
る Wardah ブランド
出所：筆者撮影．
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　前述の通り，2₀13年 ₇ 月のビザ緩和後，東南アジア諸国を含むアジア地域を中心にムスリム観光
客が急増しているが，国全体でのムスリム観光客に対する対応政策，マニュアル等が存在しないた
め，自治体単位でハラールおもてなしの対応を行っている．
　例えば，中部運輸局，北陸信越運輸局および中部広域観光推進協議会は，中部北陸 ₉ 県の自治
体，観光関係団体，観光事業者等と協働して中部北陸圏の知名度向上を図り，海外からのインバウ
ンドを推進するため，「昇龍道プロジェクト」に取り組んでいる．このプロジェクトの中には，ム
スリム受け入れ環境整備への取り組みも含まれ，「昇龍道ムスリム旅行者：受入の心得」が発行さ
れている7）．
　その他，下記のような自治体が，セミナーや研修の開催，専門家派遣，ハラール認証取得のため
の支援，ガイドブックの作成等，ムスリム観光客の受け入れに力を入れている．
　・北海道（札幌市，夕張市，新得町等）
　・神奈川県，横浜市（中華街，みなとみらい等），鎌倉市
　・東京都
　・長野県（大町市，小谷村，白馬村等）
　・福岡県
₇ ）　 国土交通省中部運輸局ウェブサイト（http://wwwtb.mlit.go.jp/chubu/kikaku/syoryudo/muslim-sp.
html）（2₀1₇年 ₈ 月31日アクセス）．
• 現地旅行会社を通
じた訪日ムスリム
商品の告知
• 手が届きやすい価
格帯の実現
• 通訳案内士に
おけるムスリム
対応知識向上
• 暦に配慮した旅程
• 礼拝場所の確保
• キブラコンパスの確
保
• ハラール認証取得施
設活用
• 豚肉を使わない
• アルコール を出さない
• 調味料にも配慮
• 精進料理、豆腐
料理等日本食との
融和 食事 環境
安心快適
ムスリム向けのおもてなしポイント
図 5 　ムスリム観光客のおもてなしのポイント
出所 ：興津泰則（日本旅行業協会）（2₀1４）「インバウンドのハラル動向」「ハラール認証と日本企
業の海外ビジネス展開の可能性」政策分析ネットワークセミナー資料より．
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　・大分県（別府市等）
　・熊本県
　・沖縄県　等
4 ）イスラム・ファッション（モデスト・ファッション）
　イスラム圏のファッションに対する支出額は，2₀13年に2,₆₆₀億米ドルと推計されているが，
2₀1₉年には 2 倍近くの４,₈４₀億米ドルに成長すると見込まれている（Thomson Reuters （2₀1５））．
　イスラム・ファッション産業の有望地域としては，購買力の観点から，欧米・中東地域，人口規
模でインドネシアが挙げられている．
　その背景には，イスラム教徒の女性の高学歴化や社会進出が進み，購買力が拡大したことや，
ファッションで宗教的なアイデンティティの表現を行うイスラム女性が増加したことがある．ま
た，スマートフォンを初めとした IT 機器の普及の影響により，グローバルレベルでの SNS （Insta-
gram や Facebook）による情報交換，電子商取引拡大が促進されたことも大きな影響を与えている．
　近年では，現代的イスラム女性のロールモデルとなるファッションブロガーが小規模ブランドを
立ち上げ，グローバルに活動する小規模ブランドが数多く存在している．また，グローバルブラン
ドもイスラム・ファッション産業に参入が相次いでいる（ドルチェ& ガッバーナ，DKNY，ユニクロ
等）．
　こうしたイスラム・ファッションは，現代性と伝統とを両立させた「モデスト・ファッション」
図 6 　イスラム・ファッション
非イスラム圏の女性と同様の服装の上に，ベール（ヒジャブ）やコート
を着ている（インドネシアブランド ETU の2₀1₆年春夏コレクション）
　　　　　出所：ETU 写真提供．
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（スタイリッシュかつ慎み深い装い）とも呼ばれている．
　イスラム・ファッションのトレンドに大きな影響を与えるデザインナーのことを「ヒジャビス
タ・デザイナー」と呼び（ムスリム女性が被るスカーフはヒジャブと呼ばれるため），その影響力を活
用したコラボレーションも増えている（英国イスラムファッションブランド Dina Toki-o と英国の老
舗テキスタイルであるリバティ社とのコラボレーションの事例等）．
　こうしたイスラム・ファッション市場の拡大に対して，日本の繊維・素材産業メーカーも，関心
を寄せている．中東湾岸地域の繊維市場においては，日本製生地の高い品質に一定の評価がある
が，近年では，中国，東南アジアの新興国製品の追い上げが激化している．
　ユニクロは，マレーシアのイスラム消費者の要望に応える形で，イスラムファッションデザイ
ナーとのコラボレーションにより，「モデストファッションコレクション」の販売を開始した（マ
レーシア，インドネシア，シンガポール，タイ）．染色加工業のユティック社も，サウジアラビアで
のブランド力向上と，シェア拡大のため，女性のためのファッション専門学校でアバヤコンテスト
を実施し，長期的な市場浸透を図っている．その他，グリー，トランスコスモスなどは，インドネ
シアのファッション IT 企業に出資し，それらの企業がイスラム・ファッションに特化したサイト
を開設している．
5 ）ハラール物流
　ハラール物流は，ハラール産業の中でも比較的新しい分野である．ハラール物流とは，ハラール
対応した商品を，ハラールの状態のまま（異物の混入などがなく），確実に市場や消費者に届けるた
めの物流システムを指す．
　ハラール物流においては，輸送・保管時の異物混入・接触リスクを避けるため，倉庫や輸送車両
を，ハラームなものから隔離することが求められる．ハラール物流は，ハラールの商品の生産に比
べると，サプライチェーン全体のシステム見直しが求められるため，難易度が非常に高いとされ
る．また，食品や化粧品等に比べ，その緊急性がそれほど高くないことから，認証取得への対応は
あまり進んでいなかった．
　マレーシアは世界の中でも，ハラール基準を国家規格に明文化するなど，ハラールのガイドライ
ン化が進んでいる．物流に関するガイドラインも発行しており，2₀13年以降は現地の大規模物流企
業を中心に認証取得が進められた．
　日本においても，2₀1４年に日本通運マレーシア法人がマレーシアのハラール認証である JAKIM
の認証を取得し8），2₀1₆年には日本法人が日本ハラール協会のハラール認証を取得した9）．
₈ ）　日本通運プレスリリース（http://www.nittsu.co.jp/press/2₀1₇/2₀1₇₀５1５-1.html）（2₀1₇年 ₈ 月31日ア
クセス）．
₉ ）　日本通運プレスリリース（http://www.nittsu.co.jp/press/2₀1₆/2₀1₆₀3₀４-1.html）（2₀1₇年 ₈ 月31日ア
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　その他，郵船ロジスティクスのマレーシア法人が，2₀1５年に JAKIM より運送と倉庫でのハラー
ル認証を取得している．日本企業では，兵機海運が2₀1５年に神戸の本社倉庫を，中村エアーエクス
プレスが2₀12年に成田保税蔵置場を，鈴江コーポレーションでは2₀1５年にお台場流通センターが，
それぞれハラール認証を取得している10）．
ま　と　め
　2₀1₀年以降，国内の多数の中小企業が，海外進出やインバウンド観光客への対応のため，ハラー
ル認証を取得する動きがみられ，それに伴いハラール認証機関も多数設立された．2₀1４年には，日
系企業が関係するシャリーア（イスラム法）適格のプライベート・エクイティ・ファンドも 2 つ
（SBI ホールディングスとブルネイ財務省が設立した東南アジア向けイスラム基金と，インスパイア社が
マレーシアの政府系投資機関である PNB と共同して設立したシャリーア適格のプライベート・エイク
ティ・ファンド）設立された．
　このような日本での「ハラールブーム」に対しては，有識者から警戒の声も上がっていた．その
理由は，ハラール認証機関を規制・統一する機関が存在しないことから，日本のハラール認証マー
クに信頼が低下するのではないかというものである．また，イスラム法では，「ある行為を誰が，
どのような状況でなすかということを考慮にしているにもかかわらず」（八木2₀1５），ハラールの認
証取得さえすればそれでよい，というような間違った理解に繫がりはしないかとの懸念も上がって
いる．
　今後，アジア地域のイスラム消費市場は大きく拡大することが予想され，日本企業にとってもビ
ジネスチャンスが増加するであろう．そういったビジネスチャンスの機会を捉えるには，イスラム
教やイスラムの文化がそれほど身近ではない日本において，イスラム法やイスラム文化の理解のみ
ならず，各国の政策・制度・市場の特徴の違いなどを理解することが非常に重要となってくる．ま
た，ハラール認証の取得は，企業にとってのイスラム文化理解，多様性への理解の第 1 歩に過ぎ
ず，変わりゆく市場環境との関係性も踏まえ，日本企業は常に新しいハラール動向やイスラム消費
市場動向を把握し，現地の消費者のニーズに合った商品，サービスを提供する必要があることも留
意する必要がある．
　 ［付記］本稿は，三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング『グローバルアングル』2₀1₇年 3 月号およびグ
ローバルレポート（http://www.murc.jp/thinktank/rc/report/global_report/global_1₇₀3.pdf）に加筆・修正
を行ったものである．
クセス）．
10）　各社プレスリリースより．
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